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交通事故のない社会を目指して 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

笠間市 
 
 
 



まえがき 
 
 交通安全対策の総合的かつ基本的な推進を図るため，昭和 45 年 6 月に交通安

全対策基本法（昭和 45 年法律第 110 号）が制定されました。 
これに基づき，笠間市では昭和 46 年以降，関係機関や交通ボランティア等と

協力して交通安全対策を推進し，市内の交通事故防止を図ってきました。 

注 1）

 笠間市は，茨城県のほぼ中央に位置し，常磐自動車道と北関東自動車道が交

差し，４つのインターチェンジを有し，東西に国道５０号がつらぬき，南北に

国道３５５号が走り，これらを軸に県道の整備が進められ，更に近年隣接市に

茨城空港が開業し，陸海空の結節点として大きく発展することが期待されてお

ります。 
一方，超高齢化社会の到来というかつて経験したことの無い新たな時代を迎

え，市民の安全で安心な生活を確保する上で，交通安全対策の役割はますます

大きくなっています。 
この交通安全計画は，このような観点から，交通安全対策基本法第 26 条第 1

項の規定に基づき，平成 23 年度から平成 27 年度までの 5 年間に笠間市におい

て講ずべき交通安全に関する施策の大綱を定めたものです。 
 交通事故の防止は，市民一人一人が全力を挙げて取り組まなければならない

緊急かつ重要な課題であり，人命尊重の理念の下，従来にも増して交通ボラン

ティア等の自主的な交通安全活動を積極的にサポートしながら，官民一体とな

ってより一層強力に施策の展開を図るものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注 1)交通ボランティア等：率先して交通安全の立哨や戸別訪問などの交通安全活動を行う個人や団体
の総称。団体では交通安全協会や交通安全母の会が有名。 

  -  - - 1 -



目次 
 
第１節 道路交通事故減少にむけた計画の基本方針・・・・・・・・・・・４ 
第２節 道路交通安全についての目標・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

１．道路交通事故のすう勢等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
（１）道路交通事故の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
（２）交通事故の特徴・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

２．交通安全計画における目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
第３節 道路交通安全についての対策・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

１．今後の道路交通安全対策を考える視点・・・・・・・・・・・・・６ 
   （１）安全で円滑な道路交通環境の確保・・・・・・・・・・・・・７ 
   （２）交通安全教育の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

（３）関係機関，交通ボランティア等との連携の充実・・・・・・・７ 
２．これからの取り組み（講じようとする施策）・ ・・・・・・・・・７ 
（１）道路交通環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

      ①人優先の安全・安心な歩行空間の整備・・・・・・・・・・８ 
       ア 生活道路における交通安全対策の推進・・・・・・・・８ 
       イ 通学路の歩道整備等の推進・・・・・・・・・・・・・８ 
       ウ 高齢者，障害者等が安心して利用できる歩道の整備・・９ 
       エ 無電柱化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
      ②交通安全施設等整備事業の推進・・・・・・・・・・・・・９ 

（２）交通安全思想の普及徹底・・・・・ ・・・・・・・・・・・９ 
      ①段階的で体系的な交通安全教育の推進・・・・・・・・・・９ 
       ア 幼児に対する交通安全教育・・・・・・・・・・・・・10 
       イ 小学生に対する交通安全教育・・・・・・・・・・・・10 
       ウ 中学生に対する交通安全教育・・・・・・・・・・・・10 
       エ 高校生に対する交通安全教育・・・・・・・・・・・・11 
       オ 高齢者に対する交通安全教育・・・・・・・・・・・・11 
       カ 障害者に対する交通安全教育・・・・・・・・・・・・12 
      ②効果的な交通安全教育の推進・・・・・・・・・・・・・・12 
      ③交通安全に関する普及啓発活動の推進・・・・・・・・・・12 
       ア 交通安全運動の推進・・・・・・・・・・・・・・・・12 
       イ 自転車の安全利用の推進・・・・・・・・・・・・・・12 
       ウ 全ての座席におけるｼｰﾄﾍﾞﾙﾄの着用の徹底・・・・・・ 13 
       エ ﾁｬｲﾙﾄﾞｼｰﾄの正しい使用の徹底・・・・・・・・・・・ 13 
       オ 反射材の普及促進・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

  -  - - 2 -



       カ 効果的な広報の実施・・・・・・・・・・・・・・・・13 
       キ 飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立・・・・・・・・14 
      ④交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進・・・・・14 
      ⑤住民の参加，協働の推進・・・・・・・・・・・・・・・・15 

（３）安全運転の確保・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・15 
      ①高齢運転者対策の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・15 
      ②ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ及びﾁｬｲﾙﾄﾞｼｰﾄ着用の徹底・・・・・・・・・・・・16 

（４）道路交通秩序の維持・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 
（５）救助・救急活動の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 
（６）被害者支援の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 
（７）災害時の緊急措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

 
巻末 備考（用語解説集） 

  -  - - 3 -



第１節 道路交通事故減少にむけた計画の基本方針 
 
いまだかつて経験したことの無い超高齢化社会の到来を迎え，市民が安全で

安心に暮らせる社会を実現するためには，交通安全の確保は重要な課題のひと

つであります。 
我々は交通事故の無い社会を目指し，笠間市の特徴である自転車通学児童が

多い点を考慮して，以下の施策を展開します。 
 

１．人命尊重の理念の下，市民に交通事故の悲惨さを自覚させ，被害者の立場

に立った交通安全意識の普及に努め，交通事故の根絶を図ります。 
 

２．人優先を基本として安全な道路交通社会の実現に向け，交通社会を構成す

る「人」，自動車等の「交通機関」これらが活動する「交通環境」の三要素

について，これら相互の関連を考慮しながら効果が得られるよう，適切な施

策を推進します。 
（１）人に係る安全対策 

交通マナーの普及を図ることは基本的な重要事項であり，特に，小学

生，中学生の内に身につけることが肝要である。笠間市の特徴として自

転車通学児童が多いことから，小学生を重点に自転車の運転マナーの向

上と普及を図る。 
（２） 交通機関に係る安全対策 

営業用自動車の車両点検ミスなどに起因する痛ましい事故が発生して

おり，笠間市において起こることの無いよう，営業車を所有する事業所

の安全運転管理について，よりいっそうの努力を求めていく。 
（３） 交通環境に係る安全対策 

人優先の交通環境の整備を心がけ，自動車等との混合交通による危険

が減少する施策の充実を図る。 
 
第２節 道路交通安全についての目標 
１． 道路交通事故のすう勢等 

（１） 道路交通事故の現状 
    市内の交通事故の発生状況は，年々減少しており，平成 22 年の発生件

数 387 件，負傷者数 517 人，死者数 6 人で，平成 18 年の発生件数 571
件，負傷者数 768 人，死者数 10 人と比較して，発生件数で約 32.2％減，

負傷者数で約 32.7％減，死者数で 40％減となっている。（図 1） 
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図１ 

笠間市の過去５年間の推移
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（２） 交通事故の特徴 
   ①中学生の自転車事故は一旦減ったがまた増加の兆しがみえる。（図２） 
   ②飲酒運転の事故が減らない。（図３） 
図 2 

中学生の自転車事故
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図 3 

飲酒運転の事故
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２． 交通安全計画における目標 

笠間市の目標は，交通事故の無い「安全で安心に暮らせるまち」である

が，一朝一夕にこの目標を達成することは困難であると考えられることか

ら，本計画の期間である平成 27 年までに，以下の数値を笠間市の抑止目標

として取り組んでいきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○目標１（交通事故死者数）  

  24 時間内の死者数 備考 

市 3 人以下 平成 22 年死者数（6 人）の 50.0％減 

参考   

茨城県 135 人以下 平成 22 年死者数（205 人）の 34.１％減 

国 3,000 人以下 平成 22 年死者数（4,863 人）の 38.3％減 

   

○目標２（交通事故発生件数）  

  発生件数 備考 

市 300 件以下 平成 22 年発生事故件数（387 件）の 22.5％減 

参考   

茨城県 13,000 件以下 平成 22 年発生事故件数（16,246 件）の 20.0％減

国 700,000 人以下 平成 22 年死傷者数（901,071 人）の 22.3％減 

 

第３節 道路交通安全についての対策 
１． 今後の道路交通安全対策を考える視点 
近年，道路交通事故による死者数及び死傷者数並びに道路交通事故の発生件
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数が減少していることは，車両の安全性能の向上，高度救命救急医療の発達  

飲酒運転根絶の社会的機運の高まりが大きいと言われているが，これまでの交

通安全計画に基づいて実施してきた施策も一定の役割を果たしたものと考えら

れます。 
今後の計画は，従来の交通安全対策を基本としつつ，経済社会情勢や交通情

勢の変化等に対応し，また，発生した交通事故に関する情報を収集し，より効

果的な対策への改善を図るとともに，有効性が見込まれる新規施策を推進しま

す。 
その際，次の（１）～（３）の視点を重視して強力に推進します。  

 
（１）安全で円滑な道路交通環境の確保 

歩行者と自転車の安全確保のための交通環境の整備に努める。また 

事故が多発している箇所について重点的に対策を講じるとともに，災害

に強い道路及び交通安全施設等の整備，災害時を想定した交通規制の対

策の検討等，東日本大震災の経験に立って幹線道路の安全確保に努める。 
 
（２）交通安全教育の充実 

笠間市の特徴として自転車通学児童が多いことから，自転車の安全運

転教育を積極的に進める。交通安全教育指導員  を設置し，小中学生

の教育，指導に力を入れる。また，幼児から成人に至るまでの段階的か

つ体系的な交通安全教育及び身体障害者等に対する適切な交通安全教育

を実施するため，市，警察，学校，関係民間団体及び家庭が互いに連携

をしながら，参加・体験・実践型の教育の充実を図る。 

注 2）

 
（３）関係機関，交通ボランティア等との連携の充実 

交通安全活動に携わる関係機関，交通ボランティア等が相互に情報の

共有化を図り，総合的かつ計画的に交通安全の施策が実施できるよう 

連携の強化を図る。また，交通ボランティア等の自主的な活動の普及を

図るとともに，活動を促進するため，情報の提供などの支援策の充実を

図る。 
 
２．これからの取り組み（講じようとする施策） 

（１）道路交通環境の整備 
 道路交通環境の整備については，これまでも公安委員会や道路管理者等の関

係機関が連携し，幹線道路と生活道路の両面で対策を推進してきたところであ

り，幹線道路の事故多発地点対策等で一定の事故抑制効果が確認されている。 

注 2)交通安全教育指導員：交通安全の思想の普及と交通安全教育の徹底を図るため，各種交通安全教育，
広報活動や交通ボランティア等の育成指導等を行う。（笠間市交通安全教育指導員設置規則第 2 条）
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 今後は，これまでの対策に加え，超高齢化等の社会情勢の変化に対応し，身

近な生活道路を始めとして人優先の道路交通環境整備の強化を図っていく必要

がある。交通事故については，道路種別，沿道条件，道路構造，交通状況等が

複雑に絡み合って構成される発生地点付近の道路環境が大きく影響しているも

のと考えられる。 
 このため，道路交通環境の整備については，交通事故防止の観点から，緊急

に交通の安全を確保する必要がある道路において，交通安全施設の整備，効果

的な交通規制の推進等により安全な道路交通環境を形成することとする。 
 交通安全施設等の整備にあたっては，効果的・効率的に事故を削減する観点

から，死傷事故が多発している箇所に対しては，事故の特性や発生要因につい

て分析を行い，その結果を踏まえて対策を立案・実施する。また，対策の実施

後においては，整備結果の評価を行い，対策の立案・実施段階に立ち戻って再

考し，見直しを行い着実な事故の削減を図る。 
 
①人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

これまで一定の成果を挙げてきた交通安全対策は，主として「車中心」

の対策であり，歩行者及び自転車利用者の視点からの道路整備や交通安全

対策は依然として十分とはいえず，また，生活道路への通過交通の流入等

の問題も依然として深刻である。 
このため，身近な生活道路等において，「人」の視点に立った交通安全対

策を推進していく必要がある。 
 
ア 生活道路等における交通安全対策の推進 

死傷事故の発生割合が高い生活道路については，公安委員会と道路管

理者が連携し，自動車の速度の抑制，道路の形状や交差点の存在の明確

化，歩行者・自転車と自動車が共存できる道路整備等，安全で安心な道

路空間を創出するための施策を推進する。 
また，国道 50 号や国道 355 号バイパスなど市街地の外縁道路の安心歩

行エリアについても，公安委員会及び道路管理者が連携して，面的かつ

総合的な事故抑止対策を実施する。 
 
イ 通学路の歩道整備等の推進 

小学校，幼稚園，保育所等に通う児童や幼児の通行の安全を確保する

ため，通学路の歩道整備等を積極的に推進する。 
このほか，通学路となっている道路の安全面に配慮し，押ボタン式信

号機，横断歩道の拡充を図る。 
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ウ 高齢者，障害者等が安心して利用できる歩道の整備 
高齢者や障害者等を含めた全ての人が安全で安心して利用できる道路

整備を推進する。 
 
エ 無電柱化の推進 

無電柱化に係るガイドライン  に沿った安全で快適な通行空間の

確保に向け，景観形成事業，観光振興事業やバリアフリー事業等，地

域の実情に応じた多様な手法の活用による無電柱化の推進を図る。 

注 3）

また，生活道路における歩行者や自転車の安全対策として，通行に

支障のある電柱の移動や撤去を推進する。 
 

 
②交通安全施設等整備事業の推進 注 4） 

超高齢化社会の到来を踏まえた歩行空間のユニバーサルデザイン化及び

通学路における安全・安心な歩行空間を確保する。 
また，自転車の利用が増えるよう自転車ゾーンなどの環境を整備し，無

電柱化による歩行者・自転車の安全な通行空間を確保する。 
 
（２）交通安全思想の普及徹底 

交通安全教育は，人命尊重という理念の下に，交通社会の一員としての責任

を自覚し，交通安全の意識とマナーの向上に努め，相手の立場を尊重し他の人々

や地域の安全にも貢献できる良き社会人を育成する上で，重要な意義を有して

いる。交通安全の意識とマナーを身に付けるためには，人間の成長過程に合わ

せて，生涯にわたる学習を促進していくことが重要である。 
 

①段階的で体系的な交通安全教育の推進 
交通安全教育指針（平成 10 年国家公安委員会告示第 15 号）等を活用し

幼児から成人に至るまで，段階的で体系的な交通安全教育を行うとともに，

高齢化が進展する中で，社会に参加する高齢者の交通安全を確保する観点

から，高齢者に対する交通安全教育を強力に推進する。また，自転車を使

用することが多い小学生，中学生及び高校生に対しては，将来の運転者教

育の基礎として，自転車の安全利用に関する指導を強化する。 
   学校においては，学習指導要領に基づく指導教育だけでなく，自転車の

安全運転について交通安全教育指導員と連携して，従来にも増して効率的

で持続性のある交通安全教育を展開する。 
 

注 3）国土交通省の定める電柱を無くすための方針。電線の地中化，軒下配線や裏配線の方法がある。
注 4）ユニバーサルデザイン化：老若男女，障害者も健常者，背の高い人も低い人も，個人差や国籍の

違いなどに配慮して，全ての人がすごしやすいようにすること。 
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ア 幼児に対する交通安全教育 
幼児に対する交通安全教育は，心身の発達段階に応じて，交通マナー

をはじめ，日常生活において安全に道路を通行するために必要な，基本

的な知識を習得させることを目的とする。 
幼稚園・保育所においては，家庭及び関係機関・交通ボランティア等

と連携を図りながら，日常の教育・保育活動のあらゆる場面をとらえて

交通安全教育を計画的かつ継続的に行う。これらを効果的に実施するた

め，紙芝居や腹話術，視聴覚教材等を利用しながら親子で実習するなど

分かりやすい指導に努めるとともに，指導資料の作成，教職員の指導力

の向上及び教材・教具の整備を図る。 
 

イ 小学生に対する交通安全教育 
小学生に対する交通安全教育は，心身の発達段階や地域の実情に応じ

て歩行者及び自転車の利用者として必要な技能と知識を習得させる。 
また，道路及び交通の状況に応じて，安全に道路を通行するために  

危険を予測し，これを回避して安全に通行する知識や能力を高めること

を目的とする。 
 小学校においては，交通安全教育指導員を中心に家庭及び関係機関・

交通ボランティア等と連携・協力を図りながら，学級活動・学校行事等

の特別活動，総合的な学習の時間等を活用し，学校教育活動全体を通し

て，歩行者としての心得，乗り物の安全な利用や交通ルール等を体系的

に教育・指導する。特に，自転車の乗り方について重点的に交通安全教

育を実施する。 
小学生に対する交通安全教育を円滑に進め，より充実したものにする

ため，関係機関・交通ボランティア等との協働による交通安全教育の推

進を図る。 
 

ウ 中学生に対する交通安全教育 
中学生に対する交通安全教育は，交通マナーの重要性を認識させるた

め，日常生活における交通安全の法的知識の習得，特に，自転車で道路

を通行するうえでの法的知識を十分に習得させるとともに，交通事故の

悲惨さと交通マナーの重要性について教育する。道路を通行する場合は，

思いやりをもって，自己の安全ばかりでなく，他の人々の安全にも配慮

できることを目標とする。 
中学校においては，家庭及び関係機関・交通ボランティア等と連携・

協力を図りながら，学級活動，学校行事等の特別活動等を中心に，高齢
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者や障害者の視点で歩行者としての体験をさせ，自転車や自動車の危険

性を理解させるとともに，危険の予測と回避，標識等の意味，事故にあ

ったときの対応の仕方等について，体系的に教育・指導する。特に，自

転車の正しい乗り方について警察署の協力を得ながら交通安全教育指導

員による重点的な交通安全教育を実施する。 
 

エ 高校生に対する交通安全教育 
 高校生に対する交通安全教育は，日常生活における交通法規と交通マ

ナーの重要性について再認識させる。特に自転車や自動二輪車の利用上

の交通マナーについて，交通社会の一員としての自覚をさせるとともに，

交通ルールを遵守し責任を持って行動できるようにすることを目的とす

る。 
高等学校においては，家庭及び関係機関・交通ボランティア等と連携・

協力を図りながら，自転車，二輪車や自動車の危険性を再認識させる。

生徒の多くが，近い将来，普通免許を取得することが予想されることか

ら，交通事故被害者の悲惨さと運転者の責任等について考える機会とし

て，交通ボランティア活動へ参加させるなど，交通マナーの重要性を体

験させる交通安全教育を推進する。 
 

オ 高齢者に対する交通安全教育 
高齢者に対する交通安全教育は，加齢に伴う身体機能の変化が歩行や

運転に及ぼす影響を理解させるとともに，状況に応じて安全に道路を通

行するために必要な実践的技能の習得と交通ルールの重要性を再認識さ

せることを目的とする。 
高齢者に対する交通安全教育を推進するため，参加・体験・実践型の

交通安全教育を積極的に推進する。また，交通安全教育指導員と関係団

体，福祉関係者等と連携し，高齢者に対する社会教育活動・福祉活動，

各種の催し等の多様な機会を活用した交通安全教育を実施する。 
特に，交通安全教育を受ける機会のなかった高齢者を中心に，家庭訪

問による個別指導，高齢者と日常的に接する機会を利用した助言等が地

域ぐるみで行われるよう努める。 
この場合，高齢者の自発性を促すことに留意しつつ，高齢者の事故実

態に応じた具体的な指導を行うこととし，反射材の活用等交通安全用品

の普及にも努める。 
地域及び家庭において適切な助言等が行われるよう，世代間交流によ

る交通安全普及啓発活動等の促進に努める。 
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カ 障害者に対する交通安全教育 
障害者に対しては，交通安全のために必要な技能及び知識の習得のた

め，地域における福祉活動の場を利用するなどして，障害の程度に応じ，

きめ細かな交通安全教育を推進する。 
さらに，自立歩行ができない障害者に付き添う者を対象とした講習会

等を開催する。 
 
②効果的な交通安全教育の推進 

交通安全教育・普及啓発活動を行うにあたっては，参加・体験・実践型

の教育方法を積極的に取り入れるとともに，教材の充実及び実施主体間の

相互利用の促進を図るなどして，市民が自ら納得して安全な交通行動を実

践することができるよう，必要な情報を分かりやすく提供することに努め

る。 
交通安全教育・普及啓発活動は，市，警察，学校，関係団体及び家庭が

それぞれの特性を活かし，互いに協調しあって，より効果的に行うよう努

める。特に，交通安全教育指導員の確保・養成を図り，指導員を中心に交

通安全教育にあたる教職員の指導力を向上させる。また，関係団体や交通

ボランティア等の主体的な活動を促進する。 
 
③交通安全に関する普及啓発活動の推進 
ア 交通安全運動の推進 

市民一人一人に広く交通安全思想の普及・浸透を図り，交通ルールの

遵守と正しい交通マナーの実践を習慣づけるとともに，本市交通安全対

策協議会の構成機関・団体が相互に連携して，交通安全運動を組織的・

継続的に展開する。 
交通安全運動の重点としては，高齢者の交通事故防止，子どもの交通

事故防止，シートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底，夜間

特に薄暮時における交通事故防止，自転車の安全利用の推進，飲酒運転

の根絶とし，社会情勢に即した運動にする。また，交通安全運動の実施

にあたっては，事前に運動の趣旨，実施期間，運動の重点，実施計画等

について広く市民に周知することにより，市民参加型の交通安全運動の

充実・発展を図る。 
 

イ 自転車の安全利用の推進 
自転車は，本来車両であること，道路を通行する場合は，車両として

のルールを遵守するとともに交通マナーを実践しなければならないこと
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を利用者に理解させる。 
自転車の交通事故や自転車による迷惑行為を防止するため，自転車の

正しい乗り方，歩行者や他の車両に配慮した乗り方の普及啓発の強化を

図る。特に，小学生・中学生を対象に自転車の歩道通行時におけるルー

ルについての周知・徹底を図る。 
薄暮の時間帯から夜間にかけて自転車の重大事故が多発する傾向にあ

ることを踏まえ，自転車のライトの点灯を徹底し，自転車の側面等への

反射材の取り付けを促進する。 
また，自転車に同乗する幼児の安全を確保するための保護者対象の参

加・体験・実践型の交通安全教育を実施し，幼児向け自転車用ヘルメッ

トの着用の普及を図る。 
 

ウ 全ての座席におけるシートベルト着用の徹底 
自動車乗車中の死亡事故においてシートベルト非着用者が高い割合を

占めていることを踏まえ，シートベルトの着用効果及び正しい着用方法

について理解を求め，全ての座席における正しい着用の徹底を図る。 
 

エ チャイルドシートの正しい着用の徹底 
チャイルドシートの正しい着用方法について，着用推進シンボルマー

ク等を活用しつつ，効果的な広報啓発に努めるとともに，幼稚園・保育

所等と連携し，保護者等に対する指導・助言と情報提供の充実を図る。 
 

オ 反射材の普及促進 
夜間における歩行者及び自転車利用者の事故防止に効果が期待できる

反射材の普及を図るため，各種広報媒体を活用して積極的な広報啓発を

推進するとともに，反射材の視認効果，使用方法等について理解を深め

るため，参加・体験・実践型の交通安全教育を実施する。 
関係機関や交通ボランティア等と協力し，反射材の普及のため，高齢

歩行者を始めとする各年齢層の歩行者が反射材を活用する機運の醸成を

図るとともに，自転車の側面等への取付けを促進するなどして夜間の交

通事故の防止を図る。 
 

カ 効果的な広報の実施 
交通安全に関する広報は，新聞，市報，インターネット等の媒体を活

用し，日常生活に密着した内容に心がけるとともに，効果があがるよう

次の方針により行う。 
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a   四季を通じて行われる広範なキャンペーンに合わせて，高齢者の

交通事故防止，シートベルト及びチャイルドシートの正しい着用の

徹底，飲酒運転の根絶，違法駐車の排除をうったえる。 
 
b   交通安全に果たす家庭の役割は極めて大きいことから，家庭に浸

透するきめ細かな広報の充実に努める。また，交通ボランティア等

の啓発キャンペーンや戸別訪問活動等の取り組みを積極的に紹介し，

活動を支援する。広報内容は，子供や高齢者等を交通事故から守る

ため，暴走運転，無謀運転，飲酒運転の根絶に重点を置く。 
 
c    関係機関や交通ボランティア等の活動を広く知らせ，相互に連携

が図れるよう，また，個人や交通ボランティア等の活動の効果を上

げるため，立哨や啓発活動が相互に連携する機会ができるよう，キ

ャンペーン等の活動情報を市の広報紙，ホームページや新聞等，複

数の媒体に掲載する。 
 

キ 飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立 
注 5）

飲酒運転は，「すこしだけなら」「これくらいなら」など，自分自身の

甘えが招く，取り返しのつかない犯罪である。その結果，重大な事故を

引き起こし，運転をしていた本人は当然重い罰を受け，被害者やその家

族にも取り返しのつかない悲しみをもたらすことになる。また，運転す

るのを承知で飲酒をすすめた人や飲酒運転の助手席に乗る同乗者にも重

大な責任がある。 
このような飲酒運転を根絶するため，職場や地域での飲酒運転根絶の

取り組みを推奨し，モラルの高揚を図る。特に，事業所における取り組

みに期待し，熱心な取り組みに対する表彰制度の創設など，従来の枠を

超えた施策で，飲酒運転根絶の取り組みを奨励していく。また，事業所

と交通ボランティア等との連携を図り，飲酒運転の根絶キャンペーンを

行い，モラルの浸透を図るとともに，市が開催する交通安全教室のなか

でも飲酒運転事故の重大さ・悲惨さを説明するなど，飲酒運転の徹底追

放を目指す。 
 
④交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

笠間地区交通安全協会や笠間市交通安全母の会等の交通安全ボランティ

アや民間団体等の主体的な活動を支援し，活動に必要な資料等を提供する

などし，主体的な活動の促進を図る。 

注 5)規範意識：道徳，倫理，法律等の社会のルールを守ろうとする意識のこと。遵法精神とも言う。 
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また，市内の幼稚園，保育所や小中学校おいて積極的に交通安全教室等

を行えるよう，交通安全教育指導員や交通ボランティア等のリーダー育成

に努める。特に，交通安全母の会は交通ボランティアの中心をなすので  

PTA との連携強化を検討するなど，役員の若返りや活性化のための組織の

見直しを支援する。 

 
交通ボランティア等の交通安全運動・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等への参加状況 

  名称 実施時期 主な参加団体 

1 春の全国交通安全運動 4 月 
笠間地区交通安全協会 

笠間市交通安全母の会 

2 夏の交通事故防止県民運動 7～8 月 
笠間地区交通安全協会 

笠間市交通安全母の会 

3 秋の全国交通安全運動 9 月 
笠間地区交通安全協会 

笠間市交通安全母の会 

4 年末の交通事故防止県民運動 12 月 
笠間地区交通安全協会 

笠間市交通安全母の会 

 
⑤住民の参加・協働の推進 
市民一人一人の交通安全に関する意識の高揚を図るため，市内の各種イベ

ント等で，市民が体験できる参加型の交通安全教室の開催に努める。 
 
（３）安全運転の確保 
安全運転を確保するためには，安全運転に関する知識・技能や交通マナーの

実践等，運転者としての資質の向上を図ることが必要であることから，既存の

運転者だけでなく，これから運転免許を取得しようとする者も含めた運転者教

育等の充実に努める。特に，今後増加が予想される高齢運転者対策の充実に努

める。 
また，企業・事業所等が交通安全に果たすべき役割と責任に鑑み，企業・事

業所等の自主的な安全運転管理対策の推進及び自動車運送事業者等の安全対策

の充実を図るとともに，交通労働災害の防止等を図るための取り組みを充実さ

せる。 
 

① 高齢運転者対策の充実 
     警察署と協力して交通安全運転教室の充実を図る。 

高齢者への運転免許自主返納支援制度の周知を図る。また，運転免許

証に代わる身分証明書として住民基本台帳カードや運転経歴証明書が
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あることを周知し，運転に不安を抱いている高齢者に運転免許の自主返

納を呼びかける。 
 
② シートベルト及びチャイルドシート着用の徹底 

自動車乗車中の死亡事故においてシートベルトの非着用者が高い割合

を占めていること等を踏まえ，シートベルト及びチャイルドシートの着

用効果や正しい着用方法の周知に努め，正しい着用の徹底を図る。 
 
（４）道路交通秩序の維持 

自転車利用者に対する無灯火，二人乗り，信号無視など歩行者に危険を

及ぼす違反行為に対し，警察と連携して指導取締りに努める。 
また，「茨城県暴走族等による暴走行為の防止に関する条例」（平成１５

年県条例第５２号）および「茨城県暴走族等の追放の促進に関する基本方

針」に基づき，関係機関・団体と連携し啓発活動を行い，地域における暴

走族追放の機運の高揚と中学生への暴走族加入防止等の交通安全教育の推

進を図る。 
 
（５）救助・救急活動の充実 

交通事故による負傷者の救命を図り，また，被害を最小限にとどめるた

め，道路上の交通事故に即応できるよう，救急医療機関，消防機関等相互

の緊密な連携・協力関係を確保し，救助・救急体制及び救急医療体制の整

備を図る。 
 特に，負傷者の救命率，救命効果の一層の向上を図る観点から救急現場

又は搬送途上において，医師等による一刻も早い救急医療，応急処置等を

実施するための体制整備を図るほか，バイスタンダー（現場に居合わせた

人）による応急手当の普及等を推進する。 
 
（６）被害者支援の推進 

交通事故被害者等は，交通事故によって自身が肉体的，精神的に大きな

打撃を受けたり，かけがえのない家族の生命を絶たれたりするなど，大き

な不幸に見舞われている。このような交通事故被害者等を支援することは

きわめて重要であることから，交通事故被害者等のための施策を社団法人

いばらき被害者支援センターと協力して総合的に推進する。 
 

（７）災害時の緊急措置 
地震，豪雨等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活を支え
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る道路交通の確保を図る。 
東日本大震災の教訓を活かし，災害に伴う混乱を最小限に抑えるため 

停電でも消えない信号機の普及を図り，早期の情報提供と車両通行の抑制

等の交通規制を迅速かつ的確に実施できるようにするとともに，避難迂回

路等の迅速な誘導が図れるよう関係機関との連携と協力体制の強化を図る。 
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備考（用語解説集） 

注1) 交通ボランテ

ィア等 
率先して交通安全の立哨や戸別訪問などの交通安全活

動を行う個人や団体の総称。団体では交通安全協会や交

通安全母の会が有名 

注2) 交通安全教育

指導員 

交通安全の思想の普及と交通安全教育の徹底を図るた

め，各種交通安全教育，広報活動や交通ボランティア等

の育成指導等を行う。（笠間市交通安全教育指導員設置規

則第 2条） 

注3) 無電柱化に係

るガイドライ

ン 

国土交通省の定める電柱を無くすための方針。電線の

地下埋設，軒下配線や裏配線の方法がある。 

注4) ユニバーサル

デザイン化 

老若男女，障害者も健常者，背の高い人も低い人も，

個人差や国籍の違いなどに配慮して，全ての人がすごし

やすいようにすること 

注5) 規範意識 道徳，倫理，法律等の社会のルールを守ろうとする意

識のこと。遵法精神ともいう。 
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